
様式２

5

1,048

600
市民

環境政策課 2,178 2,366
補助件数（件）市民

環境政策課担当課

住宅用高効率給湯器設置費補助金

担当課

補助件数（件）Ｈ１５

Ｈ２１

住宅用太陽光発電システム設置費補助金

新エネ・省エネ機器の設置費等補助金
に基づく温室効果ガス削減量
（排出量　ｔ-CO2/年）

事業の
方向性

Ｈ２２

目標値

地球温暖化対策の推進

外部意見
その他

国・県等の
動向

市民が，地球温暖化の抑制を図るため，温室効果ガスの削減に積極的に取り組んでいます。

平成２２年６月，宇都宮市議会定例会における一般質問や平成２２年１１月，宇都宮市環境審議会における委員の意見では，新エネルギーの活用など
の地球温暖化対策に関する取組を積極的に推進していくよう要望されている。

・平成２１年度から国が実施していた家電エコポイント事業のポイント付与が平成２２年度で終了となった。
・原発の事故によるエネルギー基本計画の見直しの動きがある中，環境と経済の好循環に向け，幅広く多様な分野に渡って環境
　問題の克服に役立つ新たな技術や産業を発展させることが求められている。
・東日本大震災により，電力不足など先行きが不透明な課題が出始めている。

日本では，「2020年までに温室効果ガスを1990（平成2）年比で25%削減」，「2050年（平成62年）までに80%削減」という中長期目標を国
際的にも表明しており，実現に向けた様々な取組（市民に対する補助制度・減税措置，地方公共団体への財政支援，再生可能エネルギー導入ポテン
シャル調査等）が実施されている。

環境政策課 14 14

新エネルギーを導入した市の施設数
（累計）

新エネルギー施策の推進
公共施設，公用車，市

民・事業者

15
Ｈ１３

担当課

5,169
省エネルギー施策の推進

Ｈ１１

Ｈ１９

宇都宮市役所“ストップ・ザ・温暖化”プランの推進

担当課
市民，事業者

環境政策課

市のすべての機関の職場
及び職員

市長部局における特殊車両を除く市有
車の低公害車・低燃費型自動車の割合

（％）

温室効果ガスを排出しない新エネルギーの利用を拡大していくため，平成２２年度に実施した「新エネル
ギー賦存量等調査」の結果を活用し，効果的な施策事業への反映を図る。また「市民共同発電所事業」に
ついて，本市独自のシステムを構築し，具体的な導入方法について検討する。

Ｂ 継続

Ａ

温室効果ガス削減に関する市の率先した取組が，地域全体の環境配慮行動の誘導を図れるよう，より徹底
した庁内への啓発を実施することで，目標の温室効果ガス削減率を目指す。

Ａ

継続
限りある化石燃料の利用を最小限に抑制するため，エネルギーの重要性を実感した震災直後の経験を活か
し，省エネルギー機器や設備の普及促進を効果的・効率的に図る。また，「栃木県ＥＶ・ＰＨＶタウン構
想」と連携し，都市中心部でのカーシェアリングやＥＶタクシーの導入促進等を検討する。

継続

高効率給湯器の設置は，温室効果ガスの排出量削減に有効なため，継続して普及を促進する。また，より
効果的な周知活動を行なうことで，他の省エネルギー機器・設備の設置も推進する。

継続49,200

242,367

57,410

96,000

C

継続C
温室効果ガスの排出量削減に直接寄与し，実効性の高い事業であることから，継続して実施する。また，
市民の利便性の向上や，事務の効率化・迅速化など，効果的な事業の実施を図るとともに，新エネルギー
への関心を高めるための周知・普及促進活動を併せて実施する。

1212
▲ 16.6

▲ 13.5

3,400

970

温室効果ガス削減率（％）
集計中

▲ 16.6

145,445施　策　事　業　費　合　計 304,979

環境政策課 42.7

担当課

300

2,460

3

209

説
明

説
明

⑨政策評価
会議意見

説
明

「宇都宮市地球温暖化対策地域推進計画」及び「宇都宮市役所“ストップ・ザ・温暖化”プ
ラン」に沿った事務事業であり，啓発事業や普及事業など幅広い分野で効率的に実施してい
る。平成２３年度には，２つの計画を統合した「地球温暖化対策実行計画」を策定し，更な
る推進を図る。

Ｈ２１

目標値

21 24

事業費

３　今後の取組方針

⑧取組の
考え方

⑤
市
民
意
識
調
査
結
果

Ｈ２２

「宇都宮市地球温暖化対策地域推進計画」に掲げる「地球温暖化対策の推進」に関する目標を達成するため，「低炭素社会の実現」に向けた従来の取組を継続するとともに，交通・産業・農業・緑化などの各分野
とも連携した分野横断的な取組を行い，市民への意識啓発に関する施策を更に積極的に実施する。

一般家庭において更なるＣＯ２削減を図るため，新エネルギー・省エネルギー機器等の導入を促進させる方策を検討する。また，「宇都宮市地球温暖化対策地域推進計画」が平成２４年度で終了することに伴い，
中長期目標を見据えた「地球温暖化対策実行計画」を策定する。

重点事業

（70%未満）

担当課

達成していない

―---―

Ｈ１９：基準

624.14

施　策　指　標（単位）

1事業者当たりの温室効果ガス排出量
（排出量　ｔ-CO2/年）

市民1人当たりの温室効果ガス排出量
（排出量　ｔ-CO2/年）

145.30

2.70

①施策名
目標値

実績値

環境政策課

総合計画
　政策の柱

政策目標
（基本施策目標）

市民，事業者，行政が一体となって脱温暖化・循環型の環境にや
さしい社会をつくっています。

「脱温暖化・循環型の環境にやさしい社会を形成する」ため，市民の環境を守る意識を高め，行動につなげるための「環境
保全行動の推進」，温室効果ガスの排出を抑制するための「地球温暖化対策の推進」，限りある資源の有効活用を図るため
の「ごみの発生抑制，減量化，資源化の推進（３Ｒ運動の推進）」，廃棄物処理における環境負荷を最小限に抑えるための
「廃棄物の適正処理の推進」，公害などの快適な生活を阻害する要因を未然に取り除くための「良好な生活環境の確保」
に，重点的に取り組みます。

Ⅲ　市民の快適な暮らしを支えるために
政策名

（基本施策名）

施　策　カ　ル　テ
１　施策の位置付け

２　施策の現状と達成状況，課題の抽出

取組の
　基本方向

１　脱温暖化・循環型の環境にやさしい社会を形成
する

②施策目標

4

2

４　施策を構成する事務事業一覧

1

（住民・社会ニーズ）
増加している

（単年度目標）
●

③施策を
取巻く環境

必要性・緊急性

●

十分である

●

26.1%
市民の

施策重要度
74.7%

●

対　　象　　者
開始
年度

活　動　指　標　等

45.542.7

14

実績値実績値

9,524.94

5,068.30

45.5

(千円) (千円)

事業費

・「宇都宮市地球温暖化対策地域推進計画」に掲げる「地球温暖化対策の推進」に関する目標を達成する
ため，従来の取組を継続するとともに，交通・産業・農業・緑化などの各分野とも連携した分野横断的な
取組を行い，市民への意識啓発に関する施策を更に積極的に実施すること。
・家庭部門において更なるCO2削減を図るため，新エネルギー・省エネルギー施策を更に効果的・効率
的に実施できるよう検討すること。また，中長期目標を見据えた「地球温暖化対策実行計画」を策定する
こと。
・震災による影響を考慮し，適宜，市民や事業者にとって必要な情報を発信すること。また，新エネル
ギー・省エネルギー機器等を導入させる方策について，現在の補助制度以外の方法についても検討するこ
と。

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針

重点度
（Ａ～Ｃ）
※施策目標
に対する
寄与度

408

他の部門と比較して遅れている家庭部門のＣＯ２削減を進めるため，エネ
ルギーの重要性を実感した震災直後の経験を活かし，高効率給湯器やＬＥ
Ｄ等の導入促進のほか，省エネルギー施策をさらに効果的・効率的に実施
できるよう，様々な視点からの検討を行い，より実効性のある取組を進め
る必要がある。

58690

新エネルギー・省エネルギー機器の導入促進により地球温暖化対策を直接的に推進している
ことから，政策目標を達成するための有効性は高い。

1,380

新エネ・省エネ機器の設置費等補助金
に基づく温室効果ガス削減量
（排出量 世帯数換算）

83

「地球温暖化」は世界的な規模での問題であり，各地域において温室効果ガスの排出量削減
に向けた取組が実施されていることから，本市においても必要性が高いと言える。また「施
策重要性」は74.7％であり，住民ニーズも高い。

78

―---―

121.10

―---―

―---― ―---―

145.30

実績値

2.25

83.3%

―---―

83.3%

―---―

―---―

―---―

―---―

―---―

Ｈ２１ Ｈ２３Ｈ２２

目標値
達成率
(%)

目標値

Ｈ２４：目標

―---―

目標値

116 735

成

果

が

見

ら

れ

る

点

改

善

の

必

要

な

点

住宅用太陽光発電システムの設置費補助事業は利用者が年々増加してお
り，温室効果ガスの排出量削減に直接寄与するとともに，市民に対し，新
エネルギーの周知や普及促進といった効果に繋がるものになったと考えら
れる。

（平成２４年度達成見込み）
各事務事業の目標値は概ね達成しており，温室効果ガスは目標値に向け削
減されているものと思われる。今後も引き続き，各事業の着実な推進に努
める。

実績値

⑥
施
策
の
評
価

（政策目標への効果）

減少している

概ね達成

やや不十分であ
る

有効性

（適切な事務事業の
選択，実施）

適切性

達成度

№

市民の
施策満足度

総論

震災による影響を考慮し，省エネや節電を推進するため，適宜，市民や事業者にとって必要な情報を発信する。また，より効果的な新エネルギー・省エネルギー機器等の導入促進策について，検討する。

不十分である

Ｈ２１

事　　　業　　　名

説
明

見直し事業

十分である

536.92

Ｈ２０

（90％以上） （70％～90％未満）

指標②

達成している

⑦
現
状
分
析
と
課
題
の
抽
出

（

③
～

⑥
を
踏
ま
え
た
分
析
）

指標①
（総合計画
に基づく指

標）
―---―

145.30

4,045.00

―---―

不十分な事業が
複数ある

不十分な事業が
一部ある

横ばい

800.80

各事業の「活動指標等」に掲げる目標値に対する実績値は，概ね達成している状況にある。

④
施
策
の
達
成
状
況

―---―

―---―

145.30

2,816.00

実績値

目標値

―---―

実績値

572.00

―---―

2.70

―---―

2.70

―---―

2.70
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優先して力を入れていく
ことが求められる領域

見直し・効率化が
求められる領域

重点的な取組が一段落
したと考えられる領域

今後も力を入れていく
ことが求められる領域

高

　
重

要

度

　
低

低 満 足 度 　　　　高
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